








































まとめ 

 昭和 55 年より 3か年計画で行われた「乳幼児健診事後管理の連けい」について、アンケ

ート調査および 3パイロット町実態調査から次のような結果を得た。 

1.13 保健所、69 市町村、健診担当医師に対するアンケート調査の結果 

 (1)現在の市町村乳幼児健診は、医師および保健婦活動のあり方に影響され、保健所又は

市町村行政システムの一環としての体制ではなく、かつ各種法令や、制度の中で縦割的管

理となっている。 

 (2)健診医アンケート参加の 94.6%が乳幼児健診が心要であると回答しており、事後管理

は医師が責任を持って行うべきであるが 20.3%、医師の指示で市町村が行うべき46.4%、医

師の指示で保健所が行うべき 22.5%である。 

 (3)64 市町村の 56年要管理 570 名の 1年後の状況で、異常なし 7.2%、治癒 10.0%、不変

36.1%、軽快 32.6%、予後不明 9.8%、転出 3.3%、死亡 0.9%であり、不変群の先天異常が 54.4%

と目立っている。関係機関は、年長につれ、福祉、教育機関にかわる率が高く、また保健

婦への負担が重くなる傾向である。 

2.3 パイロット町乳幼児健診実態調査から 

 (1)初回健診チェック児は、受診者の約 20～30%であり、1年後に約 10～20%、2～3 年後

は 2～4%となった。すなわち、3 町 3 か年の乳幼児健診で 57 年 12 月時点の要管理(観察)

児は 284 名で、その異常内容は、先天異常及びその疑い 30.0%、精神行動発達関係 42.9%、

発育その他の疾患 14.8%が主なものである。 

 (2)関連機関は、医療機関 37.3%、福祉、教育機関 18.5%、保健婦担当 44.2%である。 

 (3)追跡の方法は、健診の場活用 32.6%、訪問 25.0%、電話 21.7%、保健婦健康相談の場

14.9%が主なものである。 

3.大曲保健所乳児クリニックを二次スクリーニングの場とし、3 か年を経たが、継続管理

児への専門医不在の保健所および保健婦のあり方がほり下げられた形で問題として出てき

た。 

4.3 パイロット町の保健・福祉・教育懇談会より、会議の定期化、コーディネーター、研



修の必要が強調された。 


